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心として」ジュリスト 1351 号 96 頁以下において紹介されている。 

































                                                        
1  本稿で言う投資協定には、いわゆる二国間投資協定(Bilateral Investment Treaty, BIT)のみならず、日本が結
んでいる経済連携協定、あるいは NAFTA やエネルギー憲章条約のような投資に関する規定を持つ多国間
条約なども含んでいる。 
2 R EPORT OF THE JOINT GOVERNMENTAL STUDY GROUP FOR STRENGTHENING ECONOMIC RELATIONS BETWEEN JAPAN 
AND SWITZERLAND, para. 10(3) (January 2007). 
3  アメリカ＝オーストラリア FTA 11.16 条 1 項は、一方の締約国が、状況の変化により一般的に仲裁付託を
認めたほうがよいと考えた場合には協議を開始することができるとだけ定めている。 
4  このような選択の自由を認める投資協定には、どちらかの手続きに提訴した段階で他の選択肢が排除さ
れるタイプ(二者択一型、fork in the road 型)と、国内裁判手続への提訴もしくは訴訟の追行の権利を放棄す
ること条件に仲裁への提訴を認める条項 ( 国内救済手続放棄型、No U-turn 型)がある。阿部克則「二国間投
資条約/経済連携協定における投資仲裁と国内救済手続との関係」RIETI Discussion Paper Series 

































                                                        
5  例えば中国においては、特に地方において政府からの裁判所の独立性がなく、裁判官の質についても法
曹としての教育を受けていない裁判官が多く存在していることが報告されている。梶田幸雄「中国におけ
る国際商事仲裁の現状と課題」JCA ジャーナル 54 巻 7 号 23 頁以下(2007 年)を参照。 
6 Kenneth  J.  Vandevelde,  The Political Economy of a Bilateral Investment Treaty, 92 AM. J. INT’L. L. 621, 633 (1998). 
ただし Vandevelde は、投資協定は投資受入国政府に多様な経済政策を追求する自由を認めていると指摘し
ている。なお小寺彰「投資協定仲裁の新たな展開とその意義―投資協定『法制度化』のインパクト」RIETI 
Discussion Paper Series 05-J-021, 5 頁, 23 頁 (2005) も参照。 
7 Andreas  F.  Lowenfeld, International Economic Law (2002), 473. 
8 Matthias  Hergeden,  Internationales Wirtschatsrecht, 2 Aufl. (1995), ch. 18.   
9  例えば収用に関して、Gary H. Sampliner, Arbitration of Expropriation Cases under U.S. Investment Treaties – A 
Threat to Democracy or the DogTthat Didn’t Bark?, 18 ICSID REV. - FOREIGN INVESTMENT L. J., 1, 34 (2003).  また、
そもそも国際法が適用された場合と投資受入国法が適用された場合で保護のレベルが大きく異なることは
必ずしも好ましいことではない、という判断もあり得るだろうし、そうであれば保護のレベルは将来的に


















期間の長さは日韓投資協定 （以下、 日韓 BIT）で は 3 ヶ月
11、 シンガポール経済連携協定 （以
下、日星 EPA）では 5 ヶ月
12、NAFTA では 6 ヶ月

















                                                        
10  なお『不公正貿易報告書』2007 年版, 471-479 頁参照。 
11  日韓 BIT 15 条 3 項。 
12  日星 EPA 82 条 3 項。 
13 NAFTA  1120 条。 
14  『不公正貿易報告書』2007 年版, 472 頁。 
15  日韓 BIT 15 条 3 項、日星 EPA 82 条 4 項、NAFTA 1122 条他。 
16  日韓 BIT 15条 8項、 日星 EPA 82条 11 項は国内裁判所へ提訴可能である旨を明文で規定しており、 NAFTA 
1121 条は国内裁判所へ提訴可能であることを前提としている。 





的なものとされるというタイプの手続(fork in the road 型）である。このようなタイプの例と






















できる。 例えば、 NAFTA においては ICSID 条約(投資紛争解決条約)
24に基づく投資紛争解決
国際センター(ICSID)による仲裁（投資家の本国と投資受入国がともに ICSID 条約の締結国
である場合） 、ICSID の追加手続規則(Additional Facility Rule)による仲裁（投資家の本国か投
資受入国の一方のみが ICSID 条約の加盟国である場合） 、国際連合国際商取引法委員会
                                                                                                                                                                    
て―」RIETI Discussion Paper Series 08-J-025,  阿部・前掲注(4)等を参照。明示的な制約がかからない手続と
しては、 国内裁判と投資協定仲裁の平行について何も規定を置かないタイプ(無規定型)や、 平行手続を明示
的に認めるタイプ(平行手続許容型)がある。阿部・前掲注(4), 7-8, 16-17 頁 (2007 年)。 
18  日韓 BIT 15 条 3 項、日星 EPA82 条 3 項、1998 年米国モデル BIT 9 条 2 項。なお、日本・ベトナム投資
協定(以下、日越 BIT) 22 条 6 項は、国内裁判所による最終的な司法的解決の前であれば投資協定仲裁への
付託を認めている。 
19 NAFTA  1121 条、日墨 EPA 81 条 2 項、2004 年米国モデル BIT 26 条 2 項。 
20 Christoph  Schreuer,  Travelling the BIT Route: Of Waiting Periods, Umbrella Clauses and Forks in the Road, 5 J. 
WORLD INVESTMENT & TRADE 231, at 231 (2004). 
21  例えばアルゼンチン＝スペイン BIT 10 条 3 項(a)など。 
22  これはいわゆる国内救済完了原則に対応するものである。例えば収用に対する補償の金額についての紛
争に関して、ガーナ＝ルーマニア BIT 4 条 3 項。なお Schreuer, supra note (20), 239. 
23  この点に関しては、例えば Compañía de Aguas del Aconquija S.A. and Vivendi Universal S.A. v. Argentine 
Republic, ICSID Case No. ARB/97/3 (Final Award, 20 August 2007)を参照。なお Christoph Schreuer, Calvo’s 
Grandchildren: The Return of Local Remedies in Investment Arbitration, 4 L. & PRAC. INT’L CTS & TRIBUNALS 1 
(2005)  も参照。 
24  国家と他の国家の国民との間の投資紛争の解決に関する条約(1965 年作成)   6
(UNCITRAL)仲裁規則に基づくアド・ホック仲裁（仲裁機関を利用しない仲裁）を選択する
ことができる
25。 日韓 BIT も ICSID 仲裁もしくは UNCITRAL 仲裁規則に基づくアド･ホック
仲裁を利用可能としている
26が、 日星 EPA ではこれに加え付属書 VC に独自の仲裁裁判所の
設置に関するルールを定めている




























                                                        
25 NAFTA  1120 条 
26  日韓 BIT 15 条 3 項 
27  日星 EPA 82 条 3 項,  付属書 VC 
28  日馬 EPA 85 条 4 項(a) 
29 Lowenfeld,  supra note (7), 484.  またエネルギー憲章条約 26 条 4 項は ICSID 仲裁、ICSID 追加手続規則に
よる仲裁、UNCITRAL 仲裁規則によるアド・ホック仲裁に加えストックホルム商業会議所による仲裁を選
択することができる。 
30 UNCITRAL 仲裁規則 7条 1 項 
31 ICSID 条約 37 条 2 項(b) 
32 ICSID の場合には理事会議長が選任する（ICSID 条約 37 条） 。 
33 UNCITRAL 仲裁規則に基づくアド ・ ホック仲裁では、 両当事者に合意された選任機関(appointing authority)
が選任する。両当事者に合意された選任機関がない場合にはハーグ常設仲裁裁判所事務局長が選任機関を
決定する(UNCITRAL 仲裁規則 6条 2 項)。 
34 UNCITRAL 仲裁規則 6条 4 項 
35 ICSID 条約 39 条,  同仲裁規則 1条 3 項。UNCITRAL 仲裁規則の場合、選任機関は単独仲裁人もしくは
第３仲裁人の選任において国籍を考慮するとなっている(UNCITRAL 仲裁規則 6 条 4 項、7 条 3 項)。なお、
日星 EPA では ICSID 仲裁において、第３仲裁人のみならず全ての仲裁人に関して、仲裁人として受け入れ
られない国籍を３つまで指定できるものとしている（82 条 4 項(b)） 。 




38。 UNCITRAL 仲裁規則においては当事者の合意により、 合意がなければ仲
裁廷の裁量により決定される
39。ただし、ICSID 仲裁については条約に基づく仲裁であるた



























                                                        
37 UNCITRAL モデル仲裁法 1条 2 項,  中村達也『国際商事仲裁入門』64-65 頁(中央経済社, 2001 年),  松浦
馨=青山善充編『現代仲裁法の論点』270-271 頁[青山善充], 364-366 頁[谷口安平]. 
38 UNCITRAL モデル仲裁法 1条 2 項, 34 条,  中村・前掲注(37)149 頁,  松浦=青山編・前掲注(37)271 頁, 
364-365 頁.  なお、後で述べるように ICSID 仲裁の場合には取消については仲裁地裁判所ではなく、ICSID
により設置される特別委員会が審理を行う。 
39 UNCITRAL 仲裁規則  16 条 1 項 
40  中村達也「並行的手続」 
41  Christoph H. Schreuer, THE ICSID CONVENTION: A COMMENTARY, 1083-4, 1242-4 (2001).  なお、ICSID 条約 62
条は仲裁手続は原則として ICSID の所在地で行うものとしている。 
42 ICSID 条約 41 条 2 項 
43 UNCITRAL モデル仲裁法 16 条 
44 UNCITRAL 仲裁規則 15 条 1 項。ICSID 仲裁については直接の規定はないが、ICSID 仲裁規則 6条 2 項
を参照。また ICC 仲裁規則 7条 1 項, 15 条 2 項も参照。 
45 ICSID 条約 48 条 1 項、UNCITRAL 仲裁規則  31 条 
46 ICSID 条約 53 条、UNCITRAL 仲裁規則  32 条 2 項。なお、投資協定における規定として、例えば日星
EPA 82 条 10 項(b)、NAFTA 1136 条などがある。 
47 ICSID 条約 42 条 1 項。なお、ICSID 追加手続規則に基づく仲裁の場合には、当事者の合意があればその
法、なければ適切と思われる抵触法の規定に従って決定された法及び仲裁廷が該当すると考える国際法の






















ゆえに UNCITRAL 仲裁規則によるアド・ホック仲裁や ICSID 追加手続規則に基づく仲裁の
ような場合には仲裁地の裁判所に取消申立がなされる
54。ただし、ICSID の場合には ICSID







                                                        
48 UNCITRAL 仲裁規則 33 条 1 項。 
49 ICSID 仲裁において近年国際法が適用法として使われるようになってきていることにつき、米谷三以
「ICSID 仲裁における適用法規：国際法の直接適用とその含意」RIETI Discussion Paper Series 08-J-024 を参
照。また、NAFTA11 章に定める仲裁に関しては、NAFTA 及び適用可能な国際法の規則が適用法となる。
NAFTA 1113 条 1 項。ただし、投資協定仲裁が導入された初期においては必ずしも国際法が適用されていた
わけではなく、 むしろ仲裁という場は設けるものの適用法としては投資受入国法が考えられていた。 小寺・
前掲注(6), 5 頁。 
50 ICSID 条約 47 条、UNCITRAL 仲裁規則 26 条 
51 ICSID 仲裁規則 43 条、UNCITRAL 仲裁規則 34 条 1 項 
52  具体的な内容に関しては、ICSID 条約 52 条と例えば UNCITRAL モデル仲裁法 34 条では若干異なる。 
53  注(38)参照 
54  例えば Metalclad 事件では ICSID 追加手続規則に基づいて仲裁が行われ(Metalclad Corp. v. The United 
Mexican States, ICSID Case No. ARB(AF)/97/1 (Award, August 30, 2000))、これに対する取消申立は仲裁地のバ
ンクーバーを管轄するブリティッシュ・コロンビア州の裁判所に対して行われた。The United Mexian States 
v. Metalclad Corp. , 89 B.C.L.R. 3d 359 (B.C. 2001); [2001] BCSC 664. 
55 ICSID 条約 52 条, 53 条 1 項。言い換えれば、ICSID 仲裁(追加手続規則に基づく仲裁を除く)における仲
裁判断に対する国内裁判所による取消あるいはその他の審査は認められない。Schreuer, supra note (41), 
1083-4. 




































                                                        
57  外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約(1958 年作成) 
58 ICSID 条約 54 条。ゆえに、ICSID 仲裁(追加手続規則に基づく仲裁を除く)の仲裁判断については締約国
は承認の義務を負い、ニューヨーク条約では認められている承認・執行の拒否はできないものとされる。
Schreuer, supra note (41), 1114, 1127-30. 
59  ただし小寺彰 「投資協定仲裁の異議と課題～連載の開始に当たって～」 JCA ジャーナル 55 巻 6 号 2 頁以
下(2008 年). 
60  ニューヨーク条約 3条 












































ついて論じたものとして George L. Priest and Benjamin Klein, The Selection of Disputes for Litigation, 13 J. 



























４．  モデルの導入 
 
  ここでは、本稿で導入するモデルについていくつかの前提と概略を説明する。モデルの
                                                                                                                                                                    
Verdict Rates in Japan, 18 J. LEGAL STUD. 263 (1989),  前者について論じているものとして Koichi Hamada, 
Explaining Low Litigation Rate in Japan, in Finance, Governance, and Competitions in Japan (Masahiko Aoki and 
Gary R. Saxonhouse (eds.), 2000) 179)がある。 
65  この点は本研究プロジェクトのメンバーによって様々な形で指摘されているが、例えば国家契約の投資
協定による保護、間接収用、 「公正かつ衡平な待遇」 、最恵国待遇などを例としてあげることができよう。
濵本正太郎「投資保護条約に基づく仲裁手続における投資契約違反の扱い」RIETI Discussion Paper Series 
08-J-014、松本加代「規制と間接収用：投資協定仲裁判断例が示す主要な着眼点」  RIETI Discussion Paper 
Series 08-J-027、小寺彰「投資協定における「公正かつ衡平な待遇」―投資協定上の一般的条項の機能―」
RIETI Discussion Paper Series 08-J-026 等を参照。 
66  先に述べたように、仲裁の場合には ICSID 条約・ニューヨーク条約により締約国間での承認・執行が一
定の条件の下で認められるが、外国判決の場合には承認・執行は必ずしも保証されない。中村・前掲注(37), 
13-14 頁. 
67 ICSID 管理財政規則(Administrative and Financial Regulations) 22 条 




70  例えば UNCITRAL 仲裁規則に基づいて仲裁を行った場合、 仲裁判断を執行するためには投資受入国裁判
所に対して承認・執行の申立をしなくてはならない。これには手間もかかる上に執行の拒絶が発生する可
能性もある。これに比べれば、国内裁判所の判決のほうが執行は容易であるかもしれない。   12
詳細については付録で述べるのでそちらを参照してほしい。 
  まず、Player 1 として投資家、Player 2 として投資受入国政府が存在するものとしよう。
Player 1は既に投資を行っているものと考える。 投資の種類は特にここでは定めていないが、
例えばコンセッション契約のような Player 1, 2 の間に契約が結ばれる状況のほうが想定し
やすいかもしれない（ただし、このモデルにおいては必ずしも直接に契約が結ばれている
必要はない） 。また、Player 1 の本国と Player 2 とは既に投資協定を結んでおり、Player 1 の
投資はこの投資協定の保護の対象となっているという状況を前提とする。 





















                                                        
71  例えば、アルゼンチンの経済危機のような状況を想定されたい。アルゼンチンの経済危機に対する対応
を巡って争われた案件は多く存在するが、 例えば CMS Gas Transmission Co. v. Argentine Republic, ICSID Case 
No. ARB/01/8, (Award, May 12, 2005, Decision on Annulment, September 25, 2007). 
72  環境に関する政策についても多くの仲裁判断が出ているが、環境規制の正当性がとりわけ問題になった
例として、Methanex Corp. v. United States of America, NAFTA Chap. 11 Arbitration (UNICTRAL) (Award, August 
7, 2005). 
73  先に述べたように、日星 EPA や日墨 EPA、NAFTA を含む多くの場合投資家は仲裁廷もしくは裁判所の






に含まれるかは大きな問題である。Fabrizio Marrella & Irmgard Marboe, “Efficient Breach” and Economic 
Analysis of International Investment Law, TRANSNAT’L DISP.MGMT., (2007), at 7-12.なお玉田大 「投資協定仲裁にお









のとはみなされず、投資家の勝訴確率は高くなるだろう。あるいは、他に Player 1 に有利な
事実、Player 2 に有利な事実、というのもあるだろう。すなわち、上のような問題の深刻さ
といった要素を含む、事実関係に関する法的評価が勝訴確率を決める主要なものである。














  また、対応策によって Player 1 に発生する被害が Player 2 が得る利益よりも大きい（すな
わち、後で見る「非効率的契約違反」的な状況である）場合、Player 1 は対応策が取られる
前に Player 2 と交渉し、対応策をとらない代わりに何らかの利益供与（例えば契約を改訂す
る、あるいは工場の一部国有化を認める等）を行うことで事態を収束させるインセンティ







                                                        











勝訴確率については Player 1, 2 ともに知っているものとする。 







  実を言えば、モデル上発生しうる結果は、(a)問題に対して Player 2(投資受入国政府)は対
応策を取り、Player 1 はこれに対して国内裁判や投資協定仲裁に訴えることなく結果を受け
入れる、(b)問題に対して Player 2 が対応策を取り、これに対して Player 1 が裁判手続もしく
は仲裁手続を開始するが、 その後和解が成立する、 (c)Player 2 は対応策を取ることを断念し、
Player 1 には損害が発生しない、 の３つしかない。 (a)や(c)には違和感があるかもしれないが、
(a)は Player 2 の対応策が国家主権の正当な行使であり、 損害賠償の必要がないと判断される
可能性が高い場合に発生する状況、 (c)は逆に Player 2 の対応策が投資協定違反を構成する可
能性が高く、ゆえに損害賠償の義務を負う可能性が高い場合に発生する状況、といえば理
解は可能だろう。 この説明から明らかなように、 この３つの結果の内どれが発生するかは、








がある以上その対応策をとろうとするだろう。 つまり、 Player 1 の勝訴確率が 1 であり、 Player 
2 としては確実に敗訴するとしても、なお Player 2 は対応策をとる。このような状況は、対
応策を取ることにより関係当事者の経済的利益を合計がプラスになる（Player 1 の損害を穴
埋めしてなお経済的利益が残っている）という意味で、法と経済学でいわれる効率的契約
違反(efficient breach of contract)
 79が発生している状況と同様のものとして理解できるだろう。
                                                                                                                                                                    
このような想定の方が Player 2 の行動は説明しやすいが、一方で上のような仮定は仮定としては強すぎる
かもしれない。ここではとりあえず、利得は経済的利益と考えておく。 
79  契約の効率的違反については ROBERT COOTER & THOMAS ULEN, LAW AND ECONOMICs, 3rd ed (2000). Chap.6、
国際法におけるその考え方の応用については Warren F. Schwarz & Alan O. Sykes, The Economic Structure of 
Renegotiation and Dispute Resolution in the World Trade Organization, 31 J. LEGAL STUD. S179 (2002).及び清水剛
「WTO  紛争解決手続における非効率的違反の可能性―法と経済学的分析―」RIETI Discussion Paper Series 
07-J-001 を参照。Marrella & Marboe, supra note (74)  は投資協定における効率的違反を取り上げているが、  15







Player 2 が対応策をとることによって得られる利得の方が Player 1 の損害より小さい状況―












  また、上の(a), (b), (c)の結果が経済的利益という点から見てどのように評価されるか、と
いう点もここで述べておこう。この点は当事者それぞれから見た利益と、当事者の利益の
総和という二つの視点で整理することができる。当事者それぞれの利益ということで言え
ば、Player 1 にとっては(c), (b), (a)の順で望ましい。(c)であれば Player 2 の問題への対応策は
発生せず、 投資の利益を全て受け取ることができる。 (b)は対応策により損失が発生するが、
和解によりその一部は取り返すことができる。(a)であれば対応策により損失が発生した上、





方が対応策がとられる状況より望ましい。もし、Player 1, 2 の間で対応策をとる前に交渉が
可能であれば対応策を常に回避することが可能だが、先に仮定したように当事者間の交渉
コストが高ければそれも不可能である。結果として、対応策がいわば抑止されている状況
                                                                                                                                                                    
その焦点は損害の算定等にある。 
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(3)国際仲裁と国内裁判の選択可能性 
  以上を踏まえて、次に投資協定仲裁と国内裁判の選択可能性の効果について検討してい














































な案件―は持ち込まれることがない。この意味で後の 3 で述べるような問題は生じない。 
 
2  非中立的で判断の安定性の高い裁判所と中立的で判断の安定性の高い仲裁廷 














                                                        
82  注(21),  注(22)及び対応する本文を参照. 
83  Maffezini v. Spain  においては、アルゼンチン国民である Maffezini がそのスペインにおける投資に関して
アルゼンチン＝スペイン BIT に基づき仲裁を申し立てたが、その際にアルゼンチン＝スペイン BIT に仲裁
付託の条件として定められた、スペイン国内での裁判の申立（と一定期間の経過）を行わなかった。この
点につき Maffezini は、 スペイン＝チリ BIT においては国内裁判を経ずに仲裁申立を行うことが認められて
おり、アルゼンチン＝スペイン BIT 内の内国民待遇条項により同様のことが認められると主張し、結果的
には仲裁廷もこれを認めた。このような Maffezini の行動自体が、仲裁か裁判かの選択ができる条項の重要
性を示しているといえるだろう。Emilio Agustín Maffezini v. The Kingdom of Spain (Decision on Jurisdiction), 
ICSID Case No.ARB/97/7 (2000). 
84  例えば経済危機以降のアルゼンチンなどがこのような状況に近い可能性がある。 
85  このような可能性を示しているのが、Loewen v. United States  である。この事件においては、ミシシッピ
ー州におけるカナダの葬儀サービス会社およびその子会社と地元の同業者との紛争に関連して、ミシシッ
ピー州裁判所が人種 ・ 国籍に基づいて前者に対して差別的な取り扱いをしたとして NAFTA11 章に定める仲
裁に持ち込まれたものであり、仲裁廷は結論としては管轄権を否定したものの、その中で前者に対する不
公正で差別的な取り扱いがあったことを認め、ミシシッピー州裁判所を強く非難している。The Loewen 
Group, Inc. and Raymond L.Loewen v. United States of America, ICSID ARB(AF)/98/3 (Award, June26, 2003).   20


































                                                        
86 Sampliner,  supra note (9), 34,    松本・前掲注(65). 
87冒頭に述べたように米豪 FTA には結果として仲裁付託に関する定めが置かれなかった。その理由は、オ
ーストラリア政府がその行為を国内裁判所ではなく仲裁廷に判断されるのを避けたかったためであると指
摘されている。Thomas Westcott, Foreign investment issues in the Australia-United States Free Trade Agreement, 





































                                                        
88  小寺・前掲注(6), 18-19 頁.    22
と裁判で賠償金額が異なる場合を扱うこともできていない。このような点は今後の課題と




  まず、 投資家である Player 1 と投資受入国政府である Player 2 が存在し、 Player 1 は Player 
2 の国内において既に投資を行っているものとする。 
  ここで、何らかの問題が発生し、これに対する対応策を Player 2 がとると Player 1 の投資
財産に負の影響（損害あるいは正当な期待の侵害）を及ぼすものとする。この場合におい
て Player 2 はそのような対応策をとるかどうかを決定する。とらなければ Player 1 の投資財
産には保護されて期待通りの利得 R(≥0)を挙げ、一方 Player 2 も投資を受け入れることによ
り R の利得を上げるものの、問題に対応できないために損害－L(L≥0)を蒙り、ゲームは終了








対する一般的な評価（重み付け）をβで表し、そのような重み付けの結果得られる y= x βに
よって各事案の特徴を現す。この y は「事実関係が Player 1 に有利な程度」というような形
で解釈できるだろう
89。すなわち、y が小さければ対応策が正当とされて Player 2(受入国政
府)が勝訴する可能性が高まり、小さければ Player 1 が勝訴する可能性が高まる。単純化の
ため、y は確率変数であり、[0, 1]の間の一様分布に従う(すなわち、対応措置が正当化され
るケースから正当化されないケースまで偏りなく発生する)ものとする。 





提訴をする場合、Player 1 はそれぞれ pj(国内裁判)、pa(投資協定仲裁)の確率で勝訴し、損
害賠償もしくは原状回復によりDを得ることができる。 敗訴した場合には何も得られない。
また、 いずれの場合においても、 裁判費用 cjもしくは仲裁費用 caが Player 1, 2 に発生する。
この裁判費用・仲裁費用は両者に共通であるものとする。なお、ここでは裁判費用と仲裁
費用は同じ額（cj=ca=c）であるものとする。 
勝訴確率 pa, pjは以下のように決定される。裁判所や仲裁廷はそれぞれ中立性の程度 k と
                                                        
89  Priest and Klein, supra note (64).7-8   24
安定性・予測可能性の程度 a の二つのパラメータを持つ。中立性は中立の状態からずれれ
ば同じ y と a に対して高いもしくは低い勝訴確率を与える。 また安定性・予測可能性が高く
なれば、より勝訴確率 0 もしくは 1 に近づく。本稿では、このような条件を満たすものと
して、a, k を所与とした場合の y と p の関係について 










1 2 3  
という関数に従うものとし、p は上記関数の逆関数(なお、p は必ず 0 以上 1 以下であること
に注意)によって与えられるものとする(具体的な関数の形状については図 2, 3)。 
  なお、以上のような定式化は次のような考え方に基づいている。裁判所・仲裁廷はある
事実関係に対して法的評価を与え、これに対して法的基準に照らし合わせて判断を行うわ
けだが、この過程は裁判所・仲裁廷が y を評価し、そのような評価によって得られた yjを法
的基準 y
*と比較して yj≥y
*であれば Player 1 を勝訴とし、 そうでない場合に敗訴とする。 ゆえ
に、勝訴確率は p(yj≥y
*|y)で与えられる.ただし、この裁判所・仲裁廷の法的評価 yjは一般的
な評価である y に一致するわけではなく、 法的評価・判断のばらつきを表す確率変数 εjと一
般的評価 y を加えたものになる。すなわち yj=y+εjとなる。安定性・予測可能性の程度はこ
のεjのばらつきにより表される。 

















1 ) , , ( ak ak a k x a x k a f  
で与えられる。裁判所と仲裁廷はそれぞれ異なるパラメータを持つため、勝訴確率の分布
は異なる(図 4)。 
  また、選択可能性がある場合には、ある y に対して国内裁判、投資協定仲裁のそれぞれに
おいて与えられる勝訴確率 pa, pjのうち高い方を与える紛争解決手続を利用する。 
  このゲームは以下の 5 つのステップからなる。 
Stage 1:  問題の発生（y 及び勝訴確率 pa, pjの決定） 
Stage 2: Player 2 が対応策をとるかどうかを決定 
Stage 3: Player 1, 2 は和解をするかどうかを決定 
Stage 4: Player 1 は提訴をするかどうかを決定 
Stage 5:  裁判所・仲裁廷の決定 
 
(2)解 
  このゲームを解くためには、Stage 5 から解いていくことになる。なおゲームの構造は基  25




Stage 5:   
裁判所・仲裁廷の決定前の段階における期待利得は 
() c pD R c D p R − − − − −   , ) 1 (  
 
Stage 4: Player 1 は提訴することによる期待利得が提訴をしない場合を上回るときに提訴す
る。ゆえに   /   , 0 D c p c pD ≥ ≥ − のとき提訴 
 





提訴が起こらない場合(p<c/D)：  () R D R , −  
提訴が起こる場合： 
() pD R D p R − − −    , ) 1 (  
 










Stage 1: 以上を整理すると、特定の事案 y について勝訴確率 pa, pjが与えられたときに、最
終的にどのような結果になるかは、 
 
0≤p<c/D  対応策がとられ、提訴は起こらない  ( ) R D R , −  
c/D≤ p<min(L/D, 1)  対応策はとられるが和解が成立する  ( ) pD R D p R − − −    , ) 1 (  
min(L/D, 1)≤ p <1  対応策はとられない  ( ) L R R − ,  
 












1 ) , , ( ak ak a k x a x k a f  
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dx x k a f L dx x k a xf D R








があるということである。なお、仲裁、裁判のそれぞれの a, k によっては、そもそもどちら
かの手続がすべての y に対して高い勝訴確率を与える（交点が[0, 1]区間の間に存在しない）
可能性があることにも注意されたい。 
  勝訴確率の分布もまた２つの分布をつなぎ合わせたものになるため、上で述べた f(a, k, x)
も変わってくる。すなわち、図 7 のように二つの確率分布をつなぎ合わせたものとなる。
具体的には、仲裁、裁判の a, k をそれぞれ aa, ka, aj, kjとし、また y に対して勝訴確率 p を与
える関数の交点(なお、(0, 0)と(1, 1)は必ず交点になるので、これ以外の交点)の y 座標を s
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